
　平成１５年３月に市長から提出された「草加市みんな
でまちづくり条例」を、全国でも例を見ない市議会の修
正により、自治基本条例とする案をまとめましたので、
お知らせします。この条例案は、市民・市議会・市のそ
れぞれが主体的に「だれもが幸せなまち」をつくるため
に必要な自治の基本原則を定めています。この条例案に
ついての皆さんのご意見をお寄せください。 
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草加市議会みんなでまちづくり 
条例審査特別委員会 

公聴会開催のお知らせ 

公 述 人 の 募 集  

●案　件　　草加市みんなでまちづくり条例修正案について 

●日　時　　平成１６年５月１７日（月） 
　　　　　　午後６時３０分から 

●会　場　　アコスホール 
 　　　　　（草加駅東口　アコス南館７階） 

●内　容　　①公述人（公募の市民の方、学識経験者など）から 
　　　　　　　修正案に対する意見をお聞きします。 
　　　　　　②特別委員会の委員から公述人への質疑応答を行います。 

 

●申込み　　５月６日（木）までに公聴会公述人申出書により 
　　　　　　お申し出いただいた方の中から、特別委員会で 
　　　　　　決定し、通知します。（2人程度を予定） 
　　　　　　なお、会場までの交通費等をお支払いいたします。 

●公聴会は事前にお申し込みいただければ、どなたでも傍聴できます。 

問い合わせ先 議会事務局議事課　電話922-0151　内線5521～2

これまでの経過 これまでの経過 これまでの経過 

草加市の憲法となる 
草加市みんなでまちづくり自治基本条例案 

がまとまりました 

市長提出議案「草加市みんなでまちづくり条例の
制定について」が議会に提出され、特別委員会を
設置し継続審査としました。 
「市民参加とまちづくり」をテーマに『草加市議
会オープンセミナー』を開催しました。 
３月定例会において特別委員長中間報告を行い、
再度継続審査としました。 

　そのほかにも３月定例会終了時までに全１５回の特別委員会を開催し、
精力的に審査を進めています。 
　また、そのうち３度にわたって参考人にお越しいただき、意見陳述と
質疑を行ってきました。お越しいただいた参考人は次の方々です。 
内海麻利氏（駒澤大学講師）　小笠原邦夫氏（㈱ポリテック・エイディディ取締
役）　齋藤高子氏（みんなのまち・草の根ネットの会）　宮本節子氏　（みんなの
まち・草の根ネットの会会長）　村上昌巳氏（元草加青年会議所理事長）　 
居秀樹氏（長崎県立大学教授）（五十音順）　　　 

平成１５年３月２０日／ 
 
 
平成１５年８月４日／ 
 
平成１６年３月２４日／ 
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草加市議会 

　草加市議会みんなでまちづくり条例審査特別委員会では、市民の皆さん
とともにより良いものをつくっていきたいという観点から、現行法で可能
なあらゆる手段を駆使して、さまざまな試みを行ってきました。 
　昨年８月には、アコスホールで市議会初めての「草加市議会オープンセ
ミナー」を開催し、 514人もの市民の皆さんの参加をいただきました。 
　また、委員会が持つ機能をフルに活用し、市民代表の方や学識経験者な
どを参考人として特別委員会にお招きし、その貴重なご意見をこの修正案
に反映させています。 
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修正案（草加市みんなでまちづくり自治基本条例） 

■活動の登録 ■市への提案 ■市議会での審議 ■市からの説明 ■反映結果に不服の場合 ■みんなでまちづくり会議 

市民のみなさまのご意見をまちづくりに反映させるための仕組み 市民のみなさまのご意見をまちづくりに反映させるための仕組み 市民のみなさまのご意見をまちづくりに反映させるための仕組み 

第１章　総則 

前文 

説　　　　明 

　私たち草加市民は、このまちと人を愛し、デモクラシーの精神にのっとり、このまちが「市民の市民による市民のた
め」の存在であることを自覚し、すべての市民の自由と平等と公正を保障する「だれもが幸せなまち」をつくります。 
    市民、市議会、市が市民自治を原則として、それぞれが主体的にまちづくりを行うため、ここに草加市みんなでまち
づくり自治基本条例を制定します。 

　他自治体における自治基本条例の前文は、歴史的なことから始まり、
現在の状況などがうたわれる傾向があります。しかし、これらについて
は、市民それぞれがさまざまな考えをお持ちのこと、また、この条例が今
後の草加市におけるまちづくりの根幹となるものであるとの考えから、だ
れもが共通認識に立てるように簡潔かつ明瞭に表現したものです。 

　（目的） 
第１条　この条例は、草加市における市民自治の実現とパートナーシップによるまちづくりを進めるため、市　
民、市議会、市の関係やそれぞれの役割と責務を明らかにし、自治の基本原則を定めることを目的とします。 

　この条例が、草加市のまちづくりの基本となる「自治の基本原則」を
定めるものであることを明記しています。 

　この条例で使う基本的な言葉の意味を規定したものです。 
　「市民」には、草加市に住所のある人だけではなく、働く人、学ぶ
人、土地・建物を所有する人等も含めています。 
　「市民自治」とは、草加市において発生したあらゆる課題を解決する
ため、市民の皆さんのさまざまな知識・経験を出し合って、市民が主体
となって行動していくことをいいます。 
　「まちづくり」とは、ハード面に限らず、ソフト面も含めた「だれも
が幸せなまち」を実現するためのすべての行為をいいます。 

　３つの基本方針に基づいてまちづくりに取り組むことを規定したもの
です。 

　市民、市議会、市のパートナーシップによるまちづくりの原則を定
め、それぞれの行動の指針とします。 

　この条例の位置づけを明確にし、草加市における条例の制定や計画の
策定などは、すべてこの条例の趣旨を尊重することを規定したもので
す。 

　市長の責務が、市民福祉の向上であることを明確にし、職務を執行す
るに当たっては公正かつ誠実に行うことを規定したものです。 

　まちづくりを進めるに当たり、市民に保障されるべき権利を規定した
ものです。 

　まちづくりの主体が市民であることを明確にするとともに、行動に対
しては責任を持っていただくための規定です。 
　また、前条に規定する権利の濫用を禁止するものです。 

　議員は、一部の地域代表としてではなく、すべての市民の代表である
とともに、公益の実現に努めることを明確に規定したものです。 
　市議会の責務が、政策水準の向上や行政運営の円滑化であることを明
確にするとともに、市議会の活動の中にも、できる限り市民の参画を進
めようとするものです。 

　（定義） 
第２条　この条例で使う言葉の意味は、次のとおりです。 
盧　市民　草加市に住み、働き、学ぶすべての人、市内に事務所や事業所を有する法人、その他利害関係があ
る人や団体をいいます。 

盪　市民自治　市民が主体的にあらゆる課題の解決に向けてともに考え行動することをいいます。 
蘯　参画　市の政策立案から実施、評価までの各段階に市民が主体的に参加することをいいます。 
盻　まちづくり　前文に掲げた理念に基づき、「だれもが幸せなまち」を実現することをいいます。 
眈　パートナーシップ　市民、市議会、市の相互の信頼に基づく対等な関係をいいます。 

第２章　基本方針と基本原則 
　（基本方針） 
第３条 　市民、市議会、市は、次の基本方針に基づいて、総合的・計画的・民主的にまちづくりに取り組みます。 
盧　すべての市民が参画できるまちづくりを進めます。 
盪　市民の自立と自律によるまちづくりを進めます。 
蘯　市民主体のまちづくりを進めます。 

　（条例の位置づけ） 
第５条　市議会、市は、この条例を草加市における最高規範とし、他の条例などの制定改廃や計画などの策定を
行うときは、この条例の趣旨を尊重します。 

 　（パートナーシップによるまちづくりの７つの原則） 
第４条　市民、市議会、市は、次の原則に基づいてパートナーシップによるまちづくりを進めます。 
盧　主体性　主体性に基づいてまちづくりを進めます。 
盪　対等性　対等の立場に立ってまちづくりに取り組みます。 
蘯　協調性　相手を尊重し、相手の立場や主張について理解します。 
盻　柔軟性　従来の発想にとらわれることなく、自己改革を進めます。 
眈　公開性　まちづくりに関する情報を広く公開し、共有します。 
眇　普遍性　市のすべての施策や事業をパートナーシップの観点から実施します。 
眄　発展性　従来の関係に安住することなく、さらに新しい関係への発展をめざします。 

第３章　市民の権利と責務 
　（市民の権利） 
第６条　市民は、まちづくりに関して、意見を表明し、提案する権利を有します。 
２　市民は、お互いを尊重し、思いやる精神を基本として、まちづくりを行う権利を有します。 
３　市民は、まちづくりに関して、市議会、市の保有する情報を知る権利を有します。 
４　市民は、行政サービスを等しく受ける権利を有します 

　（市民の責務） 
第７条　市民は、自らがまちづくりの主体であることを自覚し、積極的にまちづくりを行うよう努めます。 
２　市民は、まちづくりを行うに当たり、自らの発言と行動に責任を持ちます。 
３　市民は、公共の福祉、次世代への負担と市の将来を考え、前条の権利を濫用しません。 

第４章　議員と市議会の責務 
　（議員の責務） 
第８条　議員は、すべての市民の代表としての自覚を持ち、審議能力、政策提案能力を高め、常に公益の実現に努めます。 

　（市議会の責務） 
第９条　市議会は、市民の代表として選ばれた議員によって組織された草加市の最高意思決定機関であり、市民
の意思が市政に反映されることを念頭において活動します。 

２　市議会は、行政活動が民主的で効率的に行われているかを調査・監視し、市の政策水準の向上や行政運営の
円滑化に努めます。 

３　市議会は、市民のパートナーとして常に変革に努め、情報の公開と市民の参画を進めます。 

第５章　市長と市の責務 
　（市長の責務） 
第１０条　市長は、市政の最高責任者であり、全体の奉仕者としての自覚を持ち、公正かつ誠実に市政の執
行に当たり、常に市民福祉の向上に努めます。 

市民は、まちづ
くりでわからな
いことなどを他
の市民や市に
相談することが
できます。 

すべての市民
と団体は、市に
まちづくり活動
の登録をするこ
とができます。 

活動の登録を
すると、みんな
でまちづくり会
議の場で、計画
の提案をするこ
とができます。 

みんなでまちづ
くり会議に提案
され、話し合わ
れたことを市に
提案することが
できます。 

市は、みんなでま
ちづくり会議から
提案されたことを
市政に反映するよ
うに努め、その結
果をその後のみん
なでまちづくり会
議で説明します。 

みんなでまちづ
くり会議は、反映
結果の説明を受
けて、不服のある
場合は、市議会
の審議を求める
ことができます。 

市議会は、公聴会
の開催などによ
り、提案に関する
市民や市の意見
を聞き、総合的に
判断します。 

みんなでまちづくり会議とは?

まちづくりとは? 一般的にまちづくりというとハード的な部分をイメージしますが、この条例では草加市に関するすべてのことを含みます。 

市が開催しますが、活動の登録をしていない方でも参加でき、そこに参加したみなさまで運営し、話し合っていただくための会議です。 
 

■まちづくりの相談 
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市民のみなさまのご意見をまちづくりに反映させるための仕組み 市民のみなさまのご意見をまちづくりに反映させるための仕組み 
　（市の責務） 
第１１条　市は、市議会の議決を経て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２条第４項の基本構想とその実現の
ための基本計画を定め、これに基づいてまちづくりを進めます。 

２　市は、前項の計画の具体的な実現のために、各分野の基本的な計画を定め、これに基づいてまちづくりを進めます。 
３　市は、第１項と第２項の構想と計画を定めるときやまちづくりを行うときは、市民の参画を進めます。 
４　市は、市民自治を基本としたパートナーシップによるまちづくりのために必要な施策や事業を行います。 
５　市は、市民の参画が、行政活動を行うに当たり市が負うべき義務と責任を軽減することにつながるとは解しません。 

第６章　市政運営 
　（説明責任・応答責任） 
第１２条　市は、施策の進捗状況や意思決定の過程について、市民にわかりやすく説明します。 
２　市は、市民から意見、要望、苦情などがあったときは、速やかに事実関係を調査し、誠実に応答します。 
３　市議会は、市民に対し、市政に関する説明責任が十分に果たされるよう努めます。 

　（情報の公開と共有） 
第１３条　市は、まちづくりに関する情報を積極的に公開します。 
２　市民は、自らのまちづくりに関する情報を互いに共有するよう努めます。 
３　市民と市は、まちづくりに関する情報を共有するよう努めます。 

　（パブリックコメント） 
第１５条　市は、重要な条例の制定や計画の策定などをするときは、事前に案を公表し、市民の意見を聴くように
努めます。 

２　前項の規定により、市民の意見が提出されたときは、その意見に対する市の考え方を公表します。 

　（個人情報の保護） 
第１４条　市民、市議会、市は、個人の権利と利益が侵害されることのないように、個人情報を保護します。 

　（審議会委員などの公募） 
第１６条　市は、審議会その他の附属機関などの委員には、公募による委員を加えるよう努めます。 

　（評価の実施） 
第１７条　市は、まちづくりの目標に照らし、取り組みの有効性、効率性などについて評価を実施します。 
２　市は、まちづくりの評価の結果を分かりやすく市民に公表します。 

第７章　まちづくりの環境整備 

　（人材の育成） 
第１８条　市は、パートナーシップによるまちづくりを進めるため、学習の機会を提供するとともに、専門家の派
遣などの技術的な支援を行い人材を育成します。 

２　市民は、パートナーシップによるまちづくりを進めるため、自らまちづくりに関する学習に努め、人材の育成に努めます。 
３　市は、パートナーシップによるまちづくりに必要な能力を備えた市職員の育成に努めます。 

　（組織づくり） 
第１９条　パートナーシップによるまちづくりを進めるため、市民は組織を作ることができ、市は必要な組織を作
ります。 

　（基金などの設置） 
第２０条　市は、市民の主体的なまちづくり活動の支援を目的とする基金と制度を作ります。 

　（拠点・ネットワークづくり） 
第２１条　市民、市は、まちづくりの拠点やネットワークづくりに努めます。 
　（まちづくり支援団体） 
第２２条　市は、市民の主体的なまちづくり活動を支援するため、まちづくり支援団体を作り、その活動に必要な
経費の助成などの財政的な支援や業務の委託をすることができます。 

  地方自治法の規定では、最上位計画の基本構想（１５年計画）にのみ市議会
の議決が義務づけられていますが、この条例ではさらに、それを実現するために
作られる基本計画（５年計画）についても市議会の議決を経ることとしていま
す。また、基本構想や基本計画を策定するときには、市民の参画を進めなけれ
ばならないことを明確に規定しています。 
　さらに、市民参画を進めることを理由として、市はその責任を市民に転嫁して
はならないとする規定です。 

　市の説明責任と応答責任を明確に規定するとともに、その実施につ
いて市議会がチェックすることを定めたものです。 

　すでに、草加市においては情報公開条例が施行されていますが、そ
の根拠となる条文です。 
　さらに、市から市民への情報提供だけでなく、市民同士の情報共有
も規定しています。 

　条例の制定や計画の策定などを行うときは、パブリックコメントを実施すること
を規定するものです。ただし、すべてに対して行うと膨大な数となるため、重要
なものに限定しています。なお、寄せられた意見に対しての市の考え方の公表
については、これを義務づけています。 

　市議会、市だけではなく市民も個人情報を保護しなければならない
とする規定です。 

　市の各審議会などの委員に、市民を加えるようにする規定です。ただし、専門
的な分野や個人のプライバシーを審議するものは除かれるため、努力規定とし
ています。なお、この「審議会委員などの公募」はすでに実施しています。 
　市は、まちづくりの取り組みに対しての評価を行い、その結果を市
民に公表することを義務づける規定です。なお、この「評価の実施」
はすでに実施しています。 

　草加のまちづくりを担う人材を、市民も市も共に育てようという規
定です。 

　市は、パートナーシップによるまちづくりに必要な組織（窓口）を
作らなければならないとする規定です。なお、この組織として草加市
ではすでに「みんなでまちづくり課」を設置しています。 

　草加市ふるさとまちづくり応援基金条例を制定・施行し、この基金
により助成事業を行っています。 
　まちづくりの拠点やネットワークづくりを行うことを規定しています。なお、
まちづくりの拠点として、（仮称）まちづくりセンターの検討を進めています。 
　市民と市の間に位置する組織として、まちづくり活動を支援する団
体を作ることができることを規定しています。 
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ご意見をお書きください。 

５４５ 
 

草加局承認 

3 4 0 8 7 9 0

差出有効期間 
平成16年５月 
31日まで 
切手を貼らずに 
ご投函ください 

①切り取り線にそっ 

　て切り取り、 

②２つ折りにして、 

③裏面のふちをのり 

　づけし、 

④切手を貼らずに、 

　そのままポストへ 

　ご投函ください。 

※裏面もご覧ください 

（受取人） 

草加市議会事務局 

《出し方のご注意》 

草加市高砂１丁目１番１号 
草加市議会事務局議事課 



縟 ……平成16年４月20日 

これまでの経過 これまでの経過 

　（まちづくりの相談） 
第２３条　市民は、他の市民と市にまちづくりに関する相談をすることができます。 

　（まちづくり計画の提案） 
第２５条　まちづくり登録員は、次条のみんなでまちづくり会議の場で、まちづくり計画を提案することができます。 

　（まちづくり活動の登録など） 
第２４条　市民は、パートナーシップによるまちづくりに取り組むときは、市にまちづくり活動の登録をすることができます。 
２　市民は、一定の地域のパートナーシップによるまちづくりに取り組むときは、地域まちづくり団体を作り、
市にまちづくり活動の登録をすることができます。 

３　第１項と第２項により、まちづくり活動の登録をした市民（以下「まちづくり登録員」といいます。）は、他の市民
と連携し、主体的にまちづくり活動を行うとともに、まちづくり計画の作成と提案に積極的に取り組みます。 

　（みんなでまちづくり会議） 
第２６条　市は、次の事項について市民の参画を実現するため、市民で構成するみんなでまちづくり会議を開催します。 
盧　前条のまちづくり計画の提案　盪　パートナーシップによるまちづくりの政策提言 
蘯　この条例の運用の監視　　　　盻　この条例の調査・研究　　　眈　その他この条例に基づくまちづくり 
２　市は、前項の内容を公表します。 
３　市は、みんなでまちづくり会議において提案され、話し合われた事項について、市政に反映するよう努めます。 
４　市は、前項の反映結果について公表し、みんなでまちづくり会議で説明をします。 
５　みんなでまちづくり会議は、前項の反映結果について不服のある場合は、別に定めるところにより、市議会
の審議を求めることができます。 

６　市は、前項の審議結果を尊重します。 

第９章　住民投票 

第８章　まちづくりの参画手続 

　（住民投票） 
第２７条　市長は、市政の重要事項について、広く市民の意見を確認するため、住民投票を実施することができます。 
２　市長は、住民投票の結果を尊重します。 
３　住民投票を行うときは、そのつど投票できる人、投票結果の取扱いなどを規定した条例を別に定めます。 
　（住民投票の発議・請求） 
第２８条　草加市において、選挙権を有する人は、その総数の５０分の１以上の連署により、住民投票を規定した条
例の制定を市長に請求できます。 

２　議員は、議員定数の１２分の１以上の議員の発議により、住民投票を規定した条例を市議会に提出できます。 
３　市長は、住民投票を規定した条例を市議会に提出することにより住民投票を発議できます。 

第１０章　条例の検証と改正 
　（条例の検証） 
第２９条　この条例が市民、市議会、市のパートナーシップによるまちづくりを常に保障するため、市議会は、こ
の条例を施行後５年以内ごとに検証します。 

第１１章　委任 

第３１条　この条例の施行について必要な事項は、別に定めます。 

　（条例の改正） 
第３０条　この条例を改正するときは、市議会において出席議員の３分の２以上の賛成を必要とします。 
２　前項の議決に当たっては、市議会は広く市民の意見が反映されるよう努めます。 

　市民の皆さんが、まちづくりに取り組もうとするときに、どうしたら
いいかを相談できる環境が必要と考え、規定したものです。 

　前条で登録した人と団体は、みんなでまちづくり会議の場で、自分た
ちの作成したまちづくり計画を提案することができます。 

　市民によるまちづくり活動に対する意思表明として、登録制度を設け
るものです。第１項では個人でも登録でき、第２項では団体として登録
できるように規定してあります。 
　登録の具体的な方法は、別に定める必要があります。 

　みんなでまちづくり会議は、メンバーを固定化せず、だれもが参加できる公
開の会議です。全市的な観点から、市への政策提言などを議論していただ
き、市はその話し合いを受けて、市政へ反映するように努めます。また、その
反映結果をみんなでまちづくり会議の場で説明します。さらに、みんなでまち
づくり会議は、反映結果について不服のある場合は、市議会に対して審議を
求めることができる仕組みとなっています。みんなでまちづくり会議の具体的
な開催方法などは、別に定める必要があります。また、みんなでまちづくり会議
から審議を求められた場合の市議会側の受け皿として、常任・特別委員会が
重要な議案などがなくても、委員会の意思で公聴会を開くことができるよう、
国に対し「構造改革特別区域」の認定申請を行う予定です。 

　住民投票を行うときは、そのつど、条例を制定することとなり、付さ
れる問題や課題の内容により、投票できる人などを定めることができる
ようになります。これにより、必要があれば未成年者などの投票も可能
となるものです。 
　市民、議員、市長のそれぞれが住民投票を発議できることを明確にし
た規定です。 
 

　市議会は、みんなでまちづくり会議の意見や市民から寄せられた意見
を総合的に判断し、この条例が草加市にふさわしいものであるかを、施
行後５年以内ごとに検証します。 
　この条例が、草加市の最高法規であるとの認識から、市議会の過半数による
改正ではなく、３分の２以上の賛成者によらなければ改正できないようにするもの
です。この件についても、「構造改革特別区域」の認定申請を行う予定です。 

《出し方のご注意》 

①切り取り線にそっ 

　て切り取り、 

②２つ折りにして、 

③ふちにのりづけし、 

④切手を貼らずに、 

　そのままポストへ 

　ご投函ください。 

※裏面もご覧ください 

（受取人） 

草加市議会事務局 

切り取り線 

●修正案（草加市みんなでまちづくり自治基本条例）についてのご意見は下の封書を使用して、 

平成16年5月6日（木）までにお寄せください。封書、Eメール、FAXでも結構です。 
●問い合わせ先：草加市議会事務局議事課　電話922-0151　内線5521～2　FAX927-5394　メールアドレス　gikai-gijika@city.soka.saitama.jp
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◆◆以下の項目に記入してください◆◆ 

ご協力ありがとうございました。 

お名前 
 
郵便番号 
 
ご住所 
 
 
 
電話番号 
 
 
年　　齢 
 
 
職　　業 
 
 
 
草加市での居住年数 

 
歳 

年 

のりしろ 

のりしろ 

みんなでまちづくり条例審査特別委員会 みんなでまちづくり条例審査特別委員会 
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